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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この基本原則は、一般財団法人日本看護学教育評価機構（以下、「機構」という。）におけ

る評価事業に関し必要な事項を定める。 

 

（評価事業） 

第２条 評価事業は、理事会で決議された事業計画に基づき、第２章で定める総合評価部会および

その下部組織がこれを行う。 

２ 総合評価部会の下部組織は、評価委員会、評価基準検討委員会、評価員研修委員会および異議

審査委員会で構成される。 

 

（評価の実施方法） 

第３条 評価事業である看護学教育プログラムの評価は、機構が定める「大学における看護学教育

課程の評価基準」に基づき公正かつ適正に実施する。 

２ 評価は、機構の定める評価基準に沿って受審校が作成した自己点検・評価報告書、その他の資

料の書面調査および実地調査（訪問または Web調査）によって行う。 

  

（評価手続き） 

第４条 受審しようとする看護系大学（以下、「受審校」という。）は、指定の期日までに、看護学

教育評価申請書を理事長宛に提出するとともに、所定の自己点検・評価報告書およびその他の書

類を機構宛に提出しなければならない。 
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２ 機構は、前項に定める書類の他、評価に必要な資料の追加提出を求めることができる。 

 

（審査） 

第５条 評価結果は「適合」、「保留」、「不適合」で示す。 

２ 各判定は、別に定める評価基準に従って行う。 

 

（適合） 

第６条 機構は、「適合」の判定を受けた看護学教育プログラムを認定する。 

２ 「適合」の認定期間は７年間とし、その始期は評価受審年度の翌年度４月１日からとする。 

 

（保留） 

第７条 「保留」は、概ね評価基準に適合しているものの、一部に改善すべき重大な点があると判

断した場合に判定する。 

２ 「保留」の判定を受けた受審校は、評価報告書受領の翌年度から３年以内に再評価改善報告書

を提出し、再評価を受けるものとする。 

 

（不適合） 

第８条 「不適合」は、全般にわたって評価基準に適合していないと判断した場合に判定する。 

 

（認定の取り消し） 

第９条 「適合」と認定された大学において、認定期間中に、適合についての重大な疑義が生じた

ときは、調査のうえ、認定を取り消すことがある。 

 

（評価結果の公表） 

第１０条 理事長は、評価結果について理事会の承認を得た後、速やかにその結果を受審校に通知

しなければならない。 

２ 前項の評価結果を機構のホームページ等で公表する。 

 

（守秘義務） 

第１１条 機構ならびに評価事業に関わる者は、評価事業を行うにあたって取得した受審校および

その関係者に関する情報について守秘義務を負う。 

 

第２章 総合評価部会 

（目的） 

第１２条 評価事業に関する専門部会として、総合評価部会を置く。 

     

（権限） 

第１３条 総合評価部会は、以下の業務を行う。 
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（１）受審校の決定 

（２）評価員の決定 

（３）適合・不適合・保留の判定 

（４）評価報告書の確定および理事会への報告 

（５）評価基準や看護学教育評価ハンドブックの策定・改訂等評価事業およびその他関連事業の基

本事項の作成 

（６）評価委員会、評価基準検討委員会、評価員研修委員会、異議審査委員会の各委員の選任。 

（７）評価報告書に対する受審校からの異議の採否の決定、および必要があるときは評価報告書の

修正 

（８）評価事業基本原則の改正案の作成 

（９）その他、理事会から指示された事項 

 

（総合評価部会長の選任） 

第１４条 総合評価部会長は、理事長が推薦し理事会において選任する。 

２ 総合評価部会長は、総合評価部会の代表として部会を統括する。 

３ 総合評価部会長は、構成員の中から副部会長を指名し、部会長を補佐させるものとする。 

 

（構成・選任） 

第１５条 総合評価部会は、総合評価部会の下部委員会の委員長、副委員長および有識者（医療関

係者もしくは大学評価関係者）をもって構成する。 

２ 有識者の選任は総合評価部会において行う。 

 

（任期） 

第１６条 総合評価部会構成員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 総合評価部会構成員が任期途中で退任したとき、欠員を補うために選任された構成員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

 

（総合評価部会の開催・招集） 

第１７条 総合評価部会は、原則として毎年２回定時に開催する。 

２ 臨時総合評価部会は、次の各号に掲げる事由の一つに該当する場合に開催する。 

（１）異議審査委員会から異議審査報告書が提出されたとき 

（２）理事長または総合評価部会長が必要と認めたとき 

（３）総合評価部会構成員から、会議の目的である事項を記載した書面をもって開催の請求があっ

たとき 

３ 総合評価部会は、総合評価部会長が招集する。 
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（議長） 

第１８条 総合評価部会の議長は、総合評価部会長が務めるものとする。部会長が欠けるときは、

副部会長がこれに当たる。 

 

（定足数） 

第１９条 総合評価部会は、総合評価部会構成員の過半数の出席がなければ、議事を開き議決する

ことができない。 

 

（議決） 

第２０条 総合評価部会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した総合評価部会構成員の

過半数をもって決し、可否同数の場合は議長の決するところによる。 

２ 総合評価部会構成員は、その所属もしくは利害関係を有する受審校に関する議事に参加できな

い。 

 

（書面票決） 

第２１条 やむを得ない理由のため総合評価部会に出席できない構成員は、あらかじめ通知された

議題事項について書面をもって票決することができる。 

２ 前項の場合における前２条の規定の適用については、当該総合評価部会構成員は出席したもの

とみなす。 

 

（議事録） 

第２２条 総合評価部会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

第３章 評価委員会 

（目的） 

第２３条 評価事業およびその付帯業務に関する具体的な事項を決定し、評価を実施して「評価報

告書（評価委員会案）」の作成を行う委員会として、総合評価部会の下に評価委員会を置く。 

 

（権限） 

第２４条 評価委員会は、以下の業務を行う。 

（１）評価報告書（評価委員会案）」を作成し、総合評価部会に提出 

（２）看護学教育評価ハンドブックの原案または改正案の作成 

（３）評価手続き等に関する具体的な事項案の作成 

（４）評価員の選任、または解任 

（５）評価チームの編成 

（６）評価事業およびその付帯業務について、評価基準検討委員会、評価員研修委員会および異議

審査委員会の担当でない事項の処理 
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２ 評価委員会は、前項各号の事業の遂行に必要な事項を審議し、また、評価事業に関し総合評価

部会の諮問に応じ、答申する。 

 

（委員会の構成） 

第２５条 評価委員会は、看護学教育の質保証および分野別評価の専門的知識を有する大学の教員

または学識経験者で構成することを原則とする。 

２ 評価委員会委員は、会員校に所属する者を原則とする。ただし、他分野や大学以外に所属する

者についてはこの限りでない。 

３ 評価委員会は、１５名程度の委員をもって構成する。 

 

（委員の選任） 

第２６条 評価委員会委員は、総合評価部会において選任する。 

 

（委員長） 

第２７条 評価委員会に委員長を置く。委員長は理事長が推薦し理事会において選任する。 

２ 評価委員会委員長は、委員の中から副委員長を指名し、委員長を補佐させるものとする。 

 

（任期） 

第２８条 評価委員会委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 評価委員会委員が任期途中で退任した場合、欠員を補うために選任された委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

 

（委員会の開催・招集） 

第２９条 評価委員会は、隔月開催を原則として、必要に応じて開催することとし、委員長が招集

する。 

 

（議長） 

第３０条 評価委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けるときは、副委員長が

これに当たる。  

 

（議決） 

第３１条 評価委員会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した委員の過半数をもって決

し、可否同数の場合は議長の決するところとする。 

２ 評価委員会委員は、その所属もしくは利害関係を有する受審校に関する議事に参加できない。 

 

（議事録） 

第３２条 評価委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。 
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第４章 評価員 

（目的） 

第３３条 評価員は、受審校の自己点検・評価報告書、その他の資料について書面調査および実地

調査（訪問または Web調査）を行い、評価報告書の原案作成の職務を行う。  

 

（評価員の選任） 

第３４条 評価員は、評価委員会委員長が推薦し、評価委員会において選任するものとし、総合評

価部会の審議を経て、承認を得る。 

２ 評価員は、総合評価部会および評価委員会、評価基準検討委員会、評価員研修委員会の委員と

の兼務を妨げない。 

 

（評価員の登録） 

第３５条 機構は、評価員の氏名、所属、連絡先を評価員名簿に登録し、名簿を作成する。 

２ 評価員名簿は毎年更新するものとする。 

 

（評価チーム） 

第３６条 評価チームは、受審校ごとに評価委員会が編成することとし、原則として１チーム３名

の評価員から成るものとする。なお、評価員の構成については、原則として大学の教育研究活動

に見識を有する者とし、実務看護職者を含むことができるものとする。 

２ 受審校との間で利害関係を有する者は、当該大学の評価チームの評価員となることはできない。 

 

（権限） 

第３７条 評価員は、評価チームの一員として、担当する受審校について、第３３条に規定する職

務を行う。 

 

（主査・副査） 

第３８条 評価チーム３名のうち、主査１名、副査１名を評価委員会において決定する。 

２ 主査は、評価チームを統括するとともに、評価結果報告書原案を取りまとめる。 

３ 副査は、主査を補佐し、主査に事故あるときは、これに代わって主査の職務を行う。 

 

（研修） 

第３９条 評価員は、原則として、機構が行う評価員研修等に参加しなければならない。 

 

（任期・辞任・解任） 

第４０条 評価員の任期は、２年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 評価員がこれを辞する場合には、評価委員会委員長宛に文書で理由を付して届け出るものとす

る。 
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３ 評価委員会は、評価員が、心身の故障等により十分な評価活動ができないと認める場合、およ

び評価員として品位を欠く行為があると認める場合には、これを解任できる。 

 

第５章 評価基準検討委員会 

（目的） 

第４１条 評価事業およびその付帯業務を遂行するための評価基準、評価指標等の原案または改正

案を作成し、総合評価部会に答申する委員会として総合評価部会の下に評価基準検討委員会を置

く。 

 

（権限） 

第４２条 評価基準検討委員会は、以下の業務を行う。 

（１） 評価基準の原案または改正案の作成 

（２） 評価指標の原案または改正案の作成 

（３） 評価手続き等に関する具体的な事項案の作成 

２ 評価基準検討委員会は、前項各号の事業の遂行に必要な事項を審議し、また、評価基準や評価

指標に関し総合評価部会からの諮問に応じ、答申する。 

 

（委員会の構成） 

第４３条 評価基準検討委員会は、看護学教育の分野別質保証および分野別評価の専門的知識を有

する大学の教員または学識経験者で構成することを原則とする。 

２ 評価基準検討委員会委員は、会員校に所属する者を原則とする。ただし、他分野や大学以外に

所属する者についてはこの限りでない。 

３ 評価基準検討委員会は、１０名程度の委員をもって構成する。 

 

（委員の選任） 

第４４条 評価基準検討委員会委員は、総合評価部会において選任する。 

 

（委員長） 

第４５条 評価基準検討委員会に委員長を置く。委員長は理事長が推薦し理事会において選任する。 

２ 評価基準検討委員会委員長は、委員の中から副委員長を指名し、委員長を補佐させるものと 

する。 

 

（任期） 

第４６条 評価基準検討委員会委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 評価基準検討委員会委員が任期途中で退任した場合、欠員を補うために選任された委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 
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（委員会の開催・招集） 

第４７条 評価基準検討委員会は、原則として年２回程度開催するものとし、委員長が招集する。 

 

（議長） 

第４８条 評価基準検討委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けるときは、副

委員長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第４９条 評価基準検討委員会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した委員の過半数を

もって決し、可否同数の場合は議長の決するところとする。 

 

（議事録） 

第５０条 評価基準検討委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

第６章 評価員研修委員会 

(目的) 

第５１条 評価事業を公正かつ適正に実施するために、評価員の評価者としての資質と能力開発を

目的とする研修を企画し、運営するため、総合評価部会の下に評価員研修委員会を置く。 

 

（権限） 

第５２条 評価員研修委員会は、以下の業務を行う。 

（１） 評価員の研修プログラムの作成・改訂 

（２） 評価員の研修の年間計画の立案と実施 

（３） その他、評価員の資質・能力開発に関する事項 

２ 評価員研修委員会は、前項各号の事業の遂行に必要な事項を審議し、また、評価員研修に関し、

総合評価部会の諮問に応じ、答申する。 

 

（委員会の構成） 

第５３条 評価員研修委員会は、看護学教育の質保証および分野別評価の専門的知識を有し、また

は大学評価等の経験のある大学の教員または学識経験者で構成することを原則とする。 

２ 評価員研修委員会委員は、会員校に所属する者を原則とする。ただし、他分野や大学以外に所

属する者についてはこの限りでない。 

３ 評価員研修委員会は、１０名程度の委員をもって構成する。 

 

（委員の選任） 

第５４条 評価員研修委員会委員は、総合評価部会において選任する。 
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（委員長） 

第５５条 評価員研修委員会に委員長を置く。委員長は理事長が推薦し理事会において選任する。 

２ 評価員研修委員会委員長は、委員の中から副委員長を指名し、委員長を補佐させるものとする。 

 

（任期） 

第５６条 評価員研修委員会委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 評価員研修委員会委員が任期途中で退任した場合、欠員を補うために選任された委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

 

（委員会の開催・招集） 

第５７条 評価員研修委員会は、分野別評価の実施計画に合わせて、原則として年４回程度開催す

るものとし、委員長が招集する。 

 

（議長） 

第５８条 評価員研修委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けるときは、副委

員長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第５９条 評価員研修委員会の議事は、別段の定めがある場合を除き、出席した委員の過半数をも

って決し、可否同数の場合は議長の決するところとする。 

 

（議事録） 

第６０条 評価員研修委員会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

第７章 異議審査委員会 

（目的） 

第６１条 総合判定に対する受審校からの異議を審査するため、総合評価部会の下に異議審査委員

会を置く。 

 

（権限） 

第６２条 異議審査委員会は、総合判定に対する受審校から出された異議について、それが正当な

理由があるものか否かを審査し、審査結果を総合評価部会に報告する。 

２ 異議審査委員会は、前項の事業のほか、異議審査に関し総合評価部会からの諮問に応じ、答申

する。 
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評基原-10 

（委員会の構成） 

第６３条 異議審査委員会は、看護学教育の質保証および分野別評価の専門的知識を有する大学の

教員または学識経験者で構成することを原則とする。 

２ 異議審査委員会委員は、会員校に所属する者を原則とする。ただし、他分野や大学以外に所属

する者についてはこの限りでない。 

３ 異議審査委員会は、原則として５名程度の委員をもって構成する。 

 

（委員長） 

第６４条 異議審査委員会に委員長を置く。委員長は理事長が推薦し理事会において選任する。 

２ 異議審査委員会の委員長は、委員の中から副委員長を指名し、委員長を補佐させるものとする。 

 

（委員の選任） 

第６５条 異議審査委員会委員は、総合評価部会において異議審査予備委員の中から選任する。 

２ 総合評価部会は、機構の理事および委員、看護学分野または看護学分野以外の有識者の中から、

予め１０名程度の異議審査予備委員を選任する。ただし、機構の理事または委員のうち、総合評

価部会構成員（異議審査委員会委員長を除く）、および評価委員会委員を除くものとする。 

３ 異議審査の対象となる受審校に所属もしくは利害関係を有する者は、当該大学の異議審査に加

わることはできない。 

４ 異議審査委員会委員長は、必要に応じて異議審査予備委員の中から指名した者を異議審査委員

とすることができる。 

 

（委員会の開催・招集） 

第６６条 評価報告書に対し、受審校から異議申立があったとき、出された異議は、異議審査委員

会に付託され、異議審査委員会が開催されるものとし、委員長が招集する。 

 

（議長） 

第６７条 異議審査委員会の議長は、委員長が務めるものとする。委員長が欠けるときは、副委員

長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第６８条 異議審査委員会の議事は、原則として当該委員会に出席し議事に参加した異議審査委員

会委員全員の一致による。ただし、意見の一致をみるのが困難であると議長が判断した場合は、

多数決によることができる。 

 

（秘密会） 

第６９条 異議審査委員会の議事については、原則として秘密とする。ただし、議事要旨を作成す

る。 
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評基原-11 

（異議審査報告書の作成） 

第７０条 異議審査委員会委員長は、審査結果について異議審査報告書を作成し、総合評価部会に

提出する。 

 

第８章 その他 

（受審料） 

第７１条 看護学教育プログラムの評価を申請した大学は、別に定める受審料を納入しなければな

らない。 

 

（評価に関する諸規則） 

第７２条 この評価事業基本原則に定めるもののほか、評価事業に関し必要な事項は、総合評価部

会において別途定める。 

 

（改正） 

第７３条 この基本原則の改正は、総合評価部会の発議に基づき理事会において行う。 

 

 

附則 

１．この基本原則は、２０１９年２月８日に制定し、同日より施行する。 

２．この基本原則の改正は、２０１９年８月２３日から施行する。 

３．この基本原則の改正は、２０１９年１２月６日から施行する。 

４．この基本原則の改正は、２０２０年９月４日から施行する。 

５．この基本原則の改正は、２０２０年１２月１１日から施行する。 

６．この基本原則の改正は、２０２１年１２月１０日から施行する。 

７. この基本原則の改正は、２０２２年６月１７日から施行する。 

８. この基本原則の改正は、２０２２年７月７日から施行する。 

９．この基本原則の改正は、２０２２年１２月９日から施行する。 

１０．この基本原則の改正は、２０２３年３月１０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


